
いま、働き続ける方が 増えています

　一般的な定年を迎えたあとも、多くの方が働いてい
ます。60代前半で働く方の割合は男性は約8割、女性
は約6割。60代後半になっても男性は約6割、女性は
約4割が働いています。

　会社は、従業員が65歳まで働き続けられるよう「65
歳までの定年の引き上げ」「65歳までの継続雇用制
度の導入」「定年制の廃止」のいずれかを実施するよ
う法律で義務付けられています。このため、多くの方
が同じ職場で働き続けることを選んでいます。

60歳からの60歳からの
60歳以降も働き続ける場合、公的年金や雇用保険の
さまざまな制度が適用されます。その内容をしっかり
確認しておきましょう。 監修／社会保険労務士 望月厚子

出典「令和６年版高齢社会白書」内閣府

働働きき方方
改改
革革

60代前半も働く男性は8割以上 同じ職場で働く？ 職場を変えて働く？

60〜64歳男性60〜64歳⼥性65〜69歳男性65〜69歳⼥性

同じ職場で働く方は
❶❷をチェック！

私、60歳以降も同じ職場で
働き続けることにしたわ！

あら、そうなの

私はまだ迷っているのよ。
60歳以降も働く場合、
年金が減って
しまうんでしょ？

それが、収入を調整して、
減額されないように
働くこともできるのよ！

同じ職場で働く場合と、
職場を変えて働く場合
それぞれ留意する点が
違うみたい……

一緒に確認
してみましょう！

職場を変えて働く方は
❶❸❹をチェック！

なるほど、なるほど、
それなら私はそれなら私は

転職しようかしら転職しようかしら！

８４．４％ ６１．６％ ６３．８％ ４３．１％
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❶

❷

在職老齢年金制度が
適用されるか確認しましょう

　厚生年金保険に加入して、年金を受け取りながら働く
場合、「在職老齢年金制度」が適用されます。下の表のと
おり、収入額※と年金額の合計が50万円（２０２４年度の場合）
を超えると、年金の一部または全額が支給停止となります。
※�計算に使われるのは、総報酬月額相当額。月給（標準報酬月額）に、直
近1年間の賞与（標準賞与額）を12で割った額を足した額。

定年後、賃金が下がってしまったら…
高年齢雇用継続基本給付金が
受けられます

　60歳以降も同じ職場で働き続ける場合でも、定年後
に収入が大幅に減ることがあります。そのような方に支
給される給付金です。手続きは勤務先がおこなうので、
自分でする必要はありません。

［支給要件］
●60歳以上65歳未満で、雇用保険の一般被保険者
●�60歳時点の賃金と比較し、60歳以後の賃金が

75％未満に下がった
●雇用保険に加入していた期間が5年以上ある

高年齢雇用継続基本給付金の支給額は、低下率によっ
て計算されます。下記は一例です。

年金受給額（老齢厚生年金の月額）

収
入（
総
報
酬
月
額
相
当
額
）

15 17 19 21 23 25
16 15 17 19 21 23 25
20 15 17 19 21 23 25
24 15 17 19 21 23 25
28 15 17 19 21 22.5 23.5
32 15 17 18.5 19.5 20.5 21.5
36 14.5 15.5 16.5 17.5 18.5 19.5
40 12.5 13.5 14.5 15.5 16.5 17.5
44 10.5 11.5 12.5 13.5 14.5 15.5
48 8.5 9.5 10.5 11.5 12.5 13.5
52 6.5 7.5 8.5 9.5 10.5 11.5

２０２４年度   在職老齢年金の早見表 （60歳以上）

（単位：万円）

縦軸の収入と横軸の年金受給額が交わった部分の数字が、在職老齢年金制度
の適用により、実際に受給できる年金額となります。

したがって、ケース❶は、月額5,000円減額される

したがって、ケース❷は、減額されない

2022年4月から、働いた分、毎年年金額がアップ
在職定時改定が導入されています
　厚生年金保険に加入しながら老齢厚生年金を受
給している65歳以上70歳未満の方が対象の制度
です。9月1日時点で厚生年金保険に加入している
場合、前年9月から当年8月までの厚生年金保険の
加入期間を追加して、年金額が再計算されます。増
えた年金額は10月分から反映されます。なお、老齢
厚生年金の繰下げ待機中の方は対象外です。

ケース❶

ケース❷

老齢厚生年金の額   月額15万円
総報酬月額相当額　月額36万円（ボーナスなし）

老齢厚生年金の額   月額10万円
総報酬月額相当額　月額30万円（ボーナスなし）

在職老齢年金制度適用後の年金額 月額14.5万円

在職老齢年金制度適用後の年金額 月額10万円

60歳時点の
賃金

60歳以後の
賃金 低下率 受け取れる

金額

40万
（６０歳に到達
する前６か月
間の総支給額
を１８０で割った
「賃金日額」の
３０日分の額・
賞与は除く）

36万 90％
75％未満に

低下していない
ので支給なし

28万 70％
６０歳以後の

賃金の
4.67％の

13,076円

20万 50％
６０歳以後の

賃金の
15％の

30,000円
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❸退職後の手続きは
ご自身でおこないます

健康保険に関する手続き
　退職してすぐに再就職しない場合、健康保険を任意継
続するか、国民健康保険に加入するか、家族の健康保険
の被扶養者になるか、いずれかを選ぶことになります。

❶健康保険の任意継続被保険者
　退職後も、希望すれば元の職場の健康保険に最長2
年間、加入し続けることができます。

［保険料］
● 退職時の標準報酬月額（上限あり）をもとに計算
● �在職中は会社と本人で保険料を半分ずつ負担し

たが、退職後は本人が全額負担
● 保険料は、原則2年間変わらない

［手続き］
退職日の翌日から20日以内に手続きが必要

❷国民健康保険に加入
　元の職場の健康保険に加入しない人は、国民健康保
険に加入します。

［保険料］
● �前年の所得や世帯人数などに応じて決定する。任

意継続の保険料と比較できるよう、あらかじめ市
区町村役場などで調べておくのがおすすめ

［手続き］
市区町村役場で加入手続きをおこなう

❸家族の扶養に入る
　家族に会社員や公務員がいる場合、その勤め先の健
康保険に被扶養者として加入すれば、保険料の負担はあ
りません。被扶養者になるには、年収などの条件がある
ので、家族の加入する健康保険組合または協会けんぽに
お問い合わせください。

公的年金に関する手続き
　60歳になるまでは国民年金に加入する義務がありま
す。次のような場合は国民年金に関する手続きを市区町
村役場でおこないましょう。

◉本人が60歳になる前に退職する場合
　再就職までに1日でも空白期間がある場合は、国民
年金に加入する手続き（第1号被保険者の資格取得届）
をします。専業主婦（夫）などの被扶養配偶者について
も、配偶者が60歳未満なら種別変更の手続きが必要
です。

◉本人は60歳になってから退職したが、
被扶養配偶者が60歳未満の場合

　本人の手続きは不要ですが、被扶養配偶者について
は、第3号被保険者から第1号被保険者への種別変更の
手続きが必要となります。国民年金保険料の納付が必要
となりますが、収入減により納付が困難な場合は、保険
料免除の申請を併せておこなうことができます。

◉再就職まで期間が空くなら
任意加入制度も検討しましょう

　学生時代などに国民年金保険料が納められなかった
期間や、公的年金に加入していなかった期間があった場
合、その期間に応じて老齢基礎年金の年金額が少なくな
ります。６０歳以降でも国民年金保険料を納めることで
老齢基礎年金を満額に近づけることができる任意加入
制度があります。

［手続き］
本人が市区町村役場ま
たは年金事務所に申し
出て、60歳以上65歳未
満の間に最大5年間（納
付月数480月まで）、国
民年金保険料を納める
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❹ 退職後、求職や再就職のときに
もらえる手当があります

65歳未満なら
基本手当

　以下の要件を満たす方が、定年や倒産、契約期間の満
了、自己都合などにより離職した場合、生活の心配をする
ことなく新しい仕事を探せるよう、支給されるものです。

［支給要件］
● �雇用保険の加入期間が、離職の日以前2年間に、

通算12か月以上ある（倒産などの場合、離職の日
以前１年間に通算６か月以上ある）

● �就職の意思がある
● �いつでも就職できる健康状態、環境にある
● �就職が内定、決定していない

［所定給付日数や支給額］
● �所定給付日数は失業理由や年齢、被保険者期間

によって決まる
● �基本手当日額は、賃金日額※によって決まる
● �基本手当日額については上限額と下限額がある
※離職した日の直前6か月に支払われた賃金（賞与を除く）から算出。

【ケース❶と❷共通の前提条件】
離職時年齢：60歳～64歳、離職理由：定年退職
被保険者期間：20年以上、所定給付日数：150日
途中で再就職しないで所定給付日数を受け取った場合

65歳以上なら
高年齢求職者給付金

　65歳以上の方が離職した場合に一時金で支給されます。

［支給要件］
● �雇用保険の加入期間が、離職の日以前１年間に通

算6か月以上ある
● �就職の意思がある
● �いつでも就職できる健康状態、環境にある
● �就職が内定、決定していない

［所定給付日数や支給額］
● �離職前の雇用保険加入期間が1年未満なら30日

分、1年以上なら50日分
● �基本手当日額×所定給付日数分を、一時金で受け

取る

６５歳未満で、基本手当などの受給中に再就職が決まったら
高年齢再就職給付金

　60歳以降に離職し、再就職した方が以下の要件を満
たすと支給されます。

［支給要件］
● �６０歳以上６５歳未満で、雇用保険の一般被保険者
● �離職前の雇用保険加入期間が5年以上で、基本手
当の給付日数を100日以上残して再就職した

● �６０歳時点の賃金と比較し、６０歳以後の賃金が
７５％未満に下がった

［給付期間や支給額］
● �基本手当の残り日数が 100日以上200日未満の
場合は１年間、200日以上の場合は２年間

● �再就職先の賃金の15%を限度とする

給付金額の算出
方法は「高年齢
雇用継続基本給
付金」と同様です。
❷をチェック！

離職前6か月の賃金が30万円の場合
1日当たり5,096円 （端数処理後）
所定給付日数が150日のため、総額764,400円
（実際は4週間に1回振込）

離職前6か月の賃金が40万円の場合
1日当たり6,000円 （端数処理後）
所定給付日数が150日のため、総額900,000円
（実際は4週間に1回振込）

ケース❶

ケース❷
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